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地域交通DX推進プロジェクト
「COMmmmONS（コモンズ）」進捗状況



地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」について

データに基づく地域公共交通計画
アップデートのための汎用手法が不足

業務の方法が事業者ごとにバラバラ
であり、経営統合や協業が難しい

配車アプリやMaaSアプリが乱立し、
ワンストップ化されていない

事業者ごとにデータがバラバラ

地域横断のデータ分析ができない

鉄道A社 バスB社 バスC社

我が国の地域交通では、MaaSアプリや配車アプリなど、デジタル技術を活用したモビリティサービスの高度化は一定程度
普及したものの、アプリやデータ、業務プロセスなどがそれぞれで発展し、連携していない「個別最適化」が発生。

「交通空白」解消に向けて地域交通の連携・協働をさらに深めていく新たなフェーズにおいては、先進技術の導入やデータ
連携が促進されるよう、システムやデータ、業務プロセス等を標準化し、付加価値や生産性の抜本的向上を強力に推進する。
併せて、自動運転社会実現の環境を整備する。

COMmmmONS（コモンズ） ：Code for Mobility Common Societyの略称。

デジタルの力によってすべての人がアクセス可能な共通のモビリティ基盤を創り出し
ていくというプロジェクトのコンセプトが込められています。地域交通の連携・協働の課題となる様々な「個別最適化」

地域交通における「個別最適化」の問題に対処するため、地域交通
DX推進プロジェクト「コモンズ」を2025年度からスタート。

地域交通法の改正とも連動し、共同化・協業化や輸送資源のフル活
用などをデジタル活用の観点から推進するため、以下の取組などを
実施。

① ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化

② 施設送迎車両の共同管理システムの提供

③ 交通データの標準化とデータ分析ツールの開発 等

⇒ 地域交通の生産性向上

バラバラな後方業務 標準モデルに
準拠した形に変革

＜現状＞ ＜目指す姿＞

業務連携する際のコスト大

形や色や大きさを統一する
ことで、
業務連携がスムーズに

ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化のイメージ地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」の新たな取組

A社
B社 C社 A社 B社 C社

2025年度は１３、2026年度は２１プロジェクトを実施 1
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地域交通法改正と連動して実施したコモンズのプロジェクト

共同化・協業化の推進 ❘ ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化

バス業界では、ダイヤ編成、運行管
理、勤務管理などの後方業務を各社
が独自に構築。

自動運転の本格導入も見据え、業務
とシステムを標準化し、各社が共通
のシステムを使ったり、業務を統合
できる環境が必要。

国がバスの後方業務プロセス及びシ
ステムの標準仕様を策定。

この標準仕様を普及させることによ
り、システムコスト削減、無駄な回送
の削減などの運行最適化、自動運転
等のシステムの効果最大化などを実
現。

Vis

後方業務には未だ紙管理も存在
データに基づく

運行管理が可能に

輸送資源のフル活用に必要な環境整備 ❘ 施設送迎車両の共同管理システムの提供

学校のスクールバスや病院の送迎車
両などを公共ライドシェア等と組み
合わせて地域全体でフル活用するに
は、複数の施設が連携した車両管理
が必要。

国が施設の従業員が多数の送迎車
両の運行を簡単に一括管理できる
「共同送迎管理システム」を開発。 

福祉施設、旅館、塾など多様な施設
が連携した共同送迎の取組を実現
可能。

某介護施設における

ホワイトボード上の管理

簡単な操作で

送迎管理が可能

地域公共交通計画の高度化の実現 ❘ 交通データの標準化とデータ分析ツールの開発

交通データは事業者やシステムごと
にバラバラになっており、自治体で
データを統合して活用することが難
しい。

自治体職員が扱えるデータ分析ツー
ルが乏しく、コンサル外注に依存す
る傾向。

国が交通データの標準仕様を策定。
あわせて、様々なデータを自治体に
おいて簡単に扱えるデータ分析ツー
ルを開発。

データ活用環境の整備により、自治
体が作成する地域公共交通計画を
飛躍的に高度化。

A電鉄 B鉄道 C交通 Dバス

変換が必須でコストが大

データ分析ツール

「LINKS Mobilys」

2025年度 主なプロジェクト紹介
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タクシー業務標準化

2026年度の取組み

地方小規模タクシー事業者の後方業務(配車、配乗、車両
管理、売上決済等)について、共同化・自動化・遠隔化を
実現（内勤者を極力減らし、運行要員に再配置）。

コスト削減効果が高く、共同化等になじむ業務領域を特
定。業務プロセス及びシステムアーキテチャーの標準化
を進める。

データ分析等により、配乗や運行を効率化。新任者の育
成・早期習熟も支援。

2025年度の成果

タクシー共同配車業務の標準化

（導入プロセス、効果の可視化等）

タクシーアプリ出力データ様式の標準化 等

自動化・共同化により、1-2%と言われる地方中小タク
シー事業の収益率を改善、担い手不足を解消。

業界内の共同化・協業化により、スケールメリットを発現。
業界全体の事業性・持続可能性を高める。

運行供用者責任を負う立場から、運行管理に関し事業者
が委任できる範囲や担うべき役割を明確化（自動運転化
も念頭に）。

※旅客課、安全政策課と連携

「タクシー業務DXのための共同業務モデルの標準化プロジェクト」

目指す姿
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バス業務標準化

路線バスの後方業務の業務プロセス及びシステムアーキ
テクチャを標準化。

多くの関連事業者との共同作業、勉強会等を通じ、標準
化の趣旨やメリットについて、幅広い共通理解を醸成。

2026年度の取組み

2025年度の成果

目指す姿

「バス業務DXのための統合データベース開発の技術実証プロジェクト」

(左)バス業務鳥瞰図
(上)勉強会の様子

後方業務の自動化・共同化により、収益改善と人材の最
適配置を後押し。バス路線廃止に歯止め。

自動運転バス導入時の業務プロセス（運行管理の委任の
あり方を含む）やシステムの標準化を行い、自動運転導
入時に業務効率を最大化できるよう、必要な環境を整備
する。

標準化領域を拡大（許認可申請、運転者採用・管理、
キャッシュレス運賃の精算などの後方業務のほか、高速
バスの共同運行、EVバスの充電マネジメントなどに対
応）。

共同化やシステム標準化によるコスト削減効果を定量化。

小規模事業者での有用性も確認。
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その他 代表的な事業の状況共有

地域輸送資源のフル活用(地域施設送迎のリソースシェア推進)

2026年度の取組み

全国10地域において、業種横断による複数施設の共同運行を実証。

笠岡市など一部については、持続可能な仕組みづくりまで伴走支援。地域の連
携・調整等を担う連携推進法人の活用事例や自走可能な運営体制の標準モデル
を構築する。

進捗状況

笠岡市において、計６の福祉施設・教育施設の協力を得て、福祉施設利用者・通学
や部活動を行う小中学生の共同送迎を実施予定（10/25開始予定）

その他９地域においても、年度末からの実運行に向け、運用・システム操作等の練
習や利用者・関係者への説明を実施中。

公共交通計画策定支援ツール「LINKS Mobilys」

2026年度の取組み

デマンド交通を扱うGTFS-Flexに対応しつつ、バス⇒デマンドの代替シミュレー
ション機能をMobilysに統合。

データ整備主体や時期が異なることにより、バージョンやデータ様式が異なる等
のGTFSデータを統合できるようアップデート。過渡期での運用や広域分析をよ
り容易に。

進捗状況

デマンド型交通のシミュレーション技術の開発中。併せてシミュレーションを行う
ためのGTFS-Flex編集機能を開発中。

広域分析等を可能とするため、複数のGTFSを統合する機能をを開発中。

5



モビリティ・データの活用に向けたガイドライン
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どう収益分岐点を動かすか

アーサー・ディ・リトル・ジャパン「モビリティサービスの事業性分析」
（2019年経済産業省「新しいモビリティーサービスの活性化に向けて-IoTやAIが可能とする新しいモビリティサービス関する研究会」資料より)

人件費のうち５～１５％程度が内勤者（小規模事業者の方が、間接部門比率が高くなるか）。

自動運転
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共同化・自動化による交通産業のビジネスリフォーム（構造改革）

タクシー事業
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共同化・自動化による交通産業のビジネスリフォーム（構造改革）

タクシー事業
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共同化・自動化による交通産業のビジネスリフォーム（構造改革）

タクシー事業
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共同化・自動化による交通産業のビジネスリフォーム（構造改革）
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期待される効果ー 収益率の改善と稼げる構造への転換

労働条件
改善

人材確保

便の維持

持続可能
な経営

利用増

収益増

原資確保
負のスパイラルから、
正のスパイラルへ

①共同化・システム標準化よる
間接部門コスト削減
②後方業務の標準化・
自動運転との連携

③移動の付加価値向上
（沿線一人当たり収益の最大化）

間接コストの削減（①②）と収益源の多様化（③）を一体で進めることで、運転者の給与体
系を見直すための「原資」を生み出す。この原資を、労働条件の改善に活かし、人材確保につなげ、
便の維持と持続可能な経営を実現。
さらに、生まれた利用増・収益増を再び①～③に投資することで、「負のスパイラル」を「正のスパ
イラル」へと転換していく。
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